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立川市の財務書類（平成 27 年度決算）について  

 

地方自治体では、現金の収支を会計ごとに経理した決算書を作成しています

が、こうした現金主義会計においては、これまでに整備した資産の状況や今後

返済する借金（負債）の残高、行政サービスにかかったコストなどの情報が見

えにくくなっており、企業会計の手法を取り入れた取り組みが進められていま

す。 

立川市では、平成 18 年度に総務省から、新地方公会計制度にかかる指針が示

されたことから、この指針（発生主義会計）に基づき、平成 27 年度決算の立川

市普通会計と特別会計に加え、一部事務組合や土地開発公社、地域文化振興財

団などの団体の会計を連結して連結財務書類（総務省改訂モデル）を作成しま

した。 

 

 

 

１ 財務書類の連結基準と構成  

（１）連結基準  

  市では下記のとおり、総務省が示した、「新地方公会計モデルにおける連

結財務書類作成実務手引」の基準により、連結対象を定めました。 

① 公営事業会計、地方独立行政法人、地方三公社はすべて連結対象 

② 一部事務組合・広域連合は比例連結 

③ 第３セクター等：出資比率に応じて連結対象を判断するのが基本。 

  出資比率50％未満は、実質的主導的立場にあるか否かで判断する。 
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（２）連結対象（平成 27 年度決算）  

  ①普通会計 

②特別会計  

・競輪事業、国民健康保険事業、下水道事業、駐車場事業、介護保険事業、

後期高齢者医療事業 

  ③一部事務組合・広域連合 

   ・東京たま広域資源循環組合、東京市町村総合事務組合、立川・昭島・

国立聖苑組合、後期高齢者医療広域連合 

  ④公社 

   ・立川市土地開発公社 

  ⑤財団 

・公益財団法人 立川市地域文化振興財団 

 

（３）財務書類の構成 

新地方公会計制度では、4つの書類を総称して財務書類といいます。 

① 貸借対照表  

② 行政コスト計算書  

③ 純資産変動計算書  

④ 資金収支計算書 
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２ 財務書類（平成 27 年度決算）の概要  

（１）貸借対照表  

①  普通会計 

   普通会計の総資産は 3,168 億円で、そのうち有形固定資産は 2,914 億円

となっており、総資産の 92％を占めています。 

   市民税や固定資産税等の収入未済額のうち、前年度以前に調定した分（長

期延滞債権）が 11 億円で、当年度中に調定した分（未収金）が４億円とな

っています。また、これらの収入未済額のうち、回収不能と見込まれるも

のが２億円となっています。 

  普通会計の地方債残高（固定負債の「地方債」『＝長期』と流動負債の

「翌年度償還予定地方債」『＝短期』の合計）は 308 億円となっています。 

   退職手当等引当金は、将来見込まれる職員退職金の支払予定額のうち、

年度末までにすでに発生したと考えられる額を計上し、職員数の増加や、

職員の平均年齢が上昇すると、多くなります。なお市では、競輪事業会計、

下水道事業会計、国民健康保険事業会計等の公営事業会計の職員に関する

退職手当引当金等についても普通会計で一括して計上しています。 

 

②  連結会計 

連結会計の総資産は 3,746 億円で、普通会計に比べ、連結することにより、

総資産の額は、競輪事業、下水道事業、土地開発公社のそれぞれの会計の公

共資産等が加わり約 1.2 倍となっています。 

一方、国民健康保険事業等を連結することにより投資等の長期延滞債権と

流動資産の未収金の合計額が普通会計の 1.7 倍の 26 億円、投資等と流動資

産の回収不能見込額の合計が、普通会計の約 2倍の 3億円となっています。 

下水道事業の資産整備等の連結により地方債は約 1.5 倍の増額となり、 

将来の負担となる負債の割合は資産総額のうち普通会計では約 13％ですが、

連結会計では 16％となっています。 
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③  普通会計の 2期比較 

  有形固定資産については、平成 27 年度は 2,914 億円で 26 年度より 17 億円
減となっています。売却可能資産については 2,100 万円増加しました。また、
回収不能見込額は約 2,200 万円の増加となりました。 

  負債については、26 年度より地方債が約 13 億円減少していますが、これは、
26 年度より将来の負担が減ったことになります。 

  退職手当等引当金は約３億円増加していますが、職員の給料や、人数、年
代構成の変化により増減します。 
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（２） 行政コスト計算書  

① 普通会計 

 人にかかるコストは、106 億円（コスト全

体の 15％）で、このうち、職員給与等の人

件費が 93 億円となっています。 

 物にかかるコストは、185 億円（同 27％）

で、内訳は、物件費が 110 億円、公共施設

などの維持補修費が７億円、減価償却費が

68 億円となっています。  

 移転支出的なコストは 402 億円（同 58％）

で、このうち、多くを占めるのが、生活保

護費、障害者・高齢者施策費、子ども医療

費助成、子ども手当などの社会保障給付費

236 億円となっています。 

その他のコストには、地方債の利子支払

額 3億円や不納欠損額などを計上していま

す。 

経常収益では、使用料・手数料と分担金・

負担金・寄附金などが計上されます。全体

として 24 億円計上しています。 

 

 目的別の行政コスト計算書では、「福祉」

が 355 億円（コスト全体の 51％）と最も多

く、次いで、「生活インフラ・国土保全」

が 94 億円（同 13％）、「教育」が 76 億円

（同 11％）、「総務」が 63 億円（同 9％）

などの順となっています。 
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② 連結会計 

人にかかるコストは 114 億円（コスト全体の 10％）で、物にかかるコス

トは 232 億円（同 20％）となっています。 

移転支出的なコストは国民健康保険事業等を連結することにより普通会

計の約２倍の 792 億円（同 68％）となっています。 

その他のコストについては普通会計の約５倍となっています。これは、

下水道事業や東京たま広域資源循環組合等の連結により地方債等の利息等

が増額となったためです。 

目的別の行政コスト計算書では、「福祉」が国民健康保険事業等の連結

により、普通会計の約２倍の 787 億円（コスト全体の 68％）と最も多く、

次いで「生活インフラ・国土保全」が 1.3 倍の 115 億円（同 10％）などの

順となっています。 

また、連結処理を行うにあたっては、各事業間等における繰入金、繰出金

等の内部取引については重複計上となってしまうため、相殺消去を行ってい

ます。 

競輪事業については、収益事業であるため、コストを算定する行政コスト

計算書の作成は不要となっています。 

   経常収益については、分担金・負担金・寄附金などについて、国民健康

保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療広域連合等の連結により普通会

計の 14 倍となっています。 
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③ 普通会計 2期比較 

 平成 27 年度の性質別の経常行政コス

トでは、移転支出的コストが 26 年度よ

り約 24 億円増加し、人にかかるコスト

が 26 年度の行政コストより２億円減少

しています。職員の人件費が２億円減っ

たことが主要な原因です。 

 

 

次に、目的別行政コスト計算書を見て

みますと、福祉では 27 年度は 26 年度よ

り８億円コストが増えており、26、27

年度ともに経常行政コストの全体の半

分以上を占めています。生活インフラ・

国土保全は 26 年度より８億円の増とな

っています。また、教育費は 1億円の増

となっています。 

 

2 期を比較してみると全体の費用が増

となる中、主に福祉や生活インフラ・国

土保全が増加しており、福祉、生活イン

フラ・国土保全関連の事業が前年度以上

に行われたことが行政コスト計算書に

反映されていることがわかります。 

 

 

 

経常行政コスト全体では、経常収益が１億円増えましたが、経常行政コスト

が約 27 億円増加したため、差引純経常行政コストは 26 億円増加しました。 
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（３）純資産変動計算書  

 

①  普通会計 

普通会計の純資産については、純経常

行政コスト 672 億円の支出に対し、地方

税等の一般財源の収入が 458 億円、国や

都から補助金の受入れが 245 億円あり、

期末残高は 2,760 億円となっています。 

 

 

②  連結会計 

連結会計の純資産については、純経常行政コスト 818 億円に対し、地方税等の

一般財源の収入が 457 億円、国や都から補助金の受入れが 393 億円あり、期末残

高は 3,162 億円となっています。国民健康保険事業、介護保険事業等の純経常行

政コストは資産を減らす要因として計上されていますが、コストとほぼ同額の補

助金等の収入があり、普通会計、連結会計のいずれも期末残高は期首残高より増

額となっています。 

 

 

③ 普通会計２期比較 

 平成 27 年度では、26 年度と比べて、

純資産を減少させる要因となる純経常行

政コストが 26 億円増加していますが、補

助金等受入等も増額しているため、期末

純資産残高は増加しています。 
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（４）資金収支計算書  

①  普通会計 

経常的収支の部では、583 億円の

経常的支出に対して、689 億円の経

常的収入があり、106 億円の黒字と

なっています。経常的支出の主な内

容は、人件費（110 億円）や物件費

（110 億円）、社会保障給付（236

億円）となっています。なお、普通

会計の経常的支出には、他会計への

繰出金（他会計等への事務費等充当

財源繰出支出）が 57 億円計上され

ています。 

公共資産整備収支の部では、86

億円の支出(公共事業投資)に対し

て、地方債発行額による収入や補助

金収入は 62 億円となり、25 億円の

マイナスとなっています。 

なお、普通会計の公共資産整備支出には、他会計等への繰出金（他会計等

への建設費充当財源繰出支出）が２億円計上されています。 

投資・財務的収支の部では、79 億円の支出に対して、1億円の収入があ

り、78 億円のマイナスとなっています。支出額の大半は、地方債償還額の

36 億円となっています。 

平成 27 年度は地方債発行額（23 億円）が償還額（38 億円）を下回ったた

め、地方債の残高は減少となっています。 

 

② 連結会計 

経常的収支の部では、1,035 億円の経常的支出に対して、1,151 億円の経

常的収入があり、116 億円の黒字となっています。経常的支出の主な内容は、

人件費（118 億円）や物件費（132 億円）、社会保障給付（615 億円）とな

っています。なお、他会計への事務費等充当財源繰出支出は連結により相殺

消去されるためゼロとなります。 
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公共資産整備収支の部では、92 億円の支出（公共事業投資）に対して、

地方債発行額による収入や補助金収入が 67 億円あり、25 億円のマイナスと

なっています。 

 

投資・財務的収支の部では、82 億円の支出に対して、２億円の収入があ

り、80 億円のマイナスとなっています。支出額の大半は、地方債償還額の

56 億円となっています。 

平成 27 年度は地方債発行額（27 億円）が償還額（56 億円）を下回ったた

め、連結会計においては地方債の残高は減少となっています。 

 

③ 普通会計２期比較  

経常的収支の部では、平成 27 年度

は 26 年度と比べて、支出と収入は共

に増となりました。収入が支出を上回

り26年度より経常的収支額は13億円

の増となりました。経常の業務にかか

る費用等の収支の差が広がることは、

臨時的な支出に対応できる経費が増

加し、弾力的な運用が行えると考えら

れます。 

公共資産整備収支の部では、26 年度

とくらべると支出の合計が 15 億円の

減額となり、27 年度は公共資産の整備

に使われた資金が減となりました。資

産の整備のための収入も 26 年度より

減少しました。 

投資・財務的収支の部では支出が２億円の増となり、収入は 26 年度より

減となりました。 

 

全体的な収支では、期末の資金残高は 26 年度と比べて３億円の増となり

ました。経常収支の部の支出について、さらに支出を抑え、収支額を増やす

ことにより、弾力的な運用をできる資金を増やすことができることがわかり

ます。 
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３ 財務書類による分析  

（１） 市民一人当たりの連結貸借対照表  

平成27年度の市民一人当たりの

資産は 208 万円となっています。

そのうち 189 万円が公共資産、９

万円が投資等で、流動資産（手元

資金や未収金）は９万円となって

います。 

市民一人当たりの資産（208 万

円）を形成した財源は、負債（借

金）が市民一人当たり 32 万円で、

純資産（自己資金）は市民一人当

たり 175 万円となっています。 

 

 

（２） 市民一人当たりの連結行政コスト計算書  

 

資産形成以外の市全体にかか

わる行政サービスにかかるコス

トは、１年間で市民一人当たり

64 万円となっています。また、

それにかかる収益は 19 万円、差

引額の純経常行政コストは 45 万

円となっています。 
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（３）歳入額対資産比率（普通会計）  

 ○ 市の資産は収入の何年分に相当するか 

   歳入額対資産比率は、当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定する

ことにより、これまでに形成されたストックとしての資産が歳入の何年分

に相当するかを表し、立川市の資産形成の度合いを測ることができます。 

○歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

【立川市の歳入額対資産比率】 

316,753,384 千円÷79,268,833 千円＝4.0（年） 

立川市の比率は 4.0（年）となっています。歳入額対資産比率は社会資本

整備の度合を示しており、この比率が高いほどストックとしての社会資本整

備が進んでいると考えられます。ただし、歳入規模に比して過度の社会資本

整備を行っている場合は、今後の社会資本の維持負担が大きくなり、将来の

財政運営を圧迫するおそれもありますので、必ずしも高ければ良いとはいえ

ないことに留意する必要があります。 

 

（４）社会資本等形成に係る世代間負担比率（普通会計）  

   ○ 資産形成にかかる将来世代の負担と現世代の負担 

   社会資本等形成の世代間負担比率は、主に社会資本等について将来の償

還等が必要な負債（地方債残高）による形成割合（公共資産等形成充当負

債の割合）をみることにより、社会資本等形成にかかる将来世代の負担の

比重を把握することができます。 

○将来世代負担比率＝地方債残高÷公共資産合計 

【立川市の将来世代負担比率】 

30,783,060 千円÷292,463,536 千円＝10.5％ 
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○現世代負担比率＝純資産合計÷公共資産合計 

【立川市の現世代負担比率】 

 276,008,616 千円÷292,463,536 千円＝94.4％ 

＊純資産と地方債残高の合計額には、公共資産形成以外の財源も含まれる

ため、それぞれの比率の合計は 100%にはなりません。 

  立川市の将来世代負担比率は、10.5％、現世代負担比率は 94.4％となって

います。 

 

 

（５）資産老朽化比率（普通会計）  

 ○ 市の施設の老朽化 

   資産老朽化比率は、有形固定資産のうち土地を除く建物などの償却資産

の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年

数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握す

ることができます。 

○資産老朽化比率＝減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

【立川市の資産老朽化比率】 

144,915,949千円÷(291,442,981千円－146,428,760千円＋144,915,949千円） 

＝50.0％ 

 立川市の比率は 50.0％となっています。資産老朽化比率が高い場合は、

施設が全体として老朽化しつつあり、近い将来に維持更新が必要となる可能

性が高くなります。 
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（６）行政コスト対公共資産比率（普通会計）  

  ○ 市の行政サービスにかかる資産 

   行政コストの公共資産に対する比率をみることで、どれだけの資産でど

れだけの行政サービスを提供しているか（資産が効率的に活用されている

か）を分析することができます。すなわち、ハード・ソフト両面にわたる

バランスのとれた財源配分を検討することができます。 

○行政コスト対公共資産比率＝経常費用（経常行政コスト）÷公共資産 

【立川市の行政コスト対公共資産比率】 

69,592,443 千円÷292,463,536 千円＝23.8％ 

   立川市の比率は 23.8％となっています。 

  

（７）受益者負担割合（普通会計）  

  ○ 市の行政サービスに対する使用料・手数料などの負担 

 行政コスト計算書における経常収益は、使用料・手数料など行政サービス

にかかる、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに対する割

合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。受益者負

担割合を他の団体の割合と比較することにより、使用料・手数料や分担金・

負担金などの水準を見ることができます。 

○受益者負担割合＝経常収益÷経常費用（経常行政コスト） 

【立川市の受益者負担割合】 

2,386,674 千円÷69,592,443 千円＝3.4％ 

   立川市の割合は 3.4％となっています。 
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（８）行政コスト対税収等比率（普通会計）  

○ 市の行政サービスに使用料・手数料のほかに当該年度の税収等が占める割合 

税収などの一般財源に対する純経常行政コストの比率をみることによっ

て、当該年度に行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純

経常行政コストに対して、それだけが当年度の負担で賄われたかが分かりま

す。 

比率が 100％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積さ

れたり、翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたことを表し、逆に比率が

100％を上回っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたり、翌

年度へ引き継ぐ負担が増加したことを表しています。 

○行政コスト対税収等比率＝純経常行政コスト÷税収等 

【立川市の行政コスト対税収等比率】 

67,205,769 千円÷70,947,618 千円＝94.7％ 

立川市の比率は 94.7％となっています。行政コスト対税収等比率が 100％

を超えると、1年間の行政コストを税収や補助金等で賄えていないことを表

しています。 
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（参考資料）  

１ 財務書類４表の相互関係  

 

 

 

財務書類の 4つの書類は個々に作成されていますが、それぞれにつながりが

あり、①の歳計現金と期末歳計現金残高、②の純資産と期末純資産残高、③の

純経常行政コストと純経常行政コストのそれぞれの数値が一致することで相互

に関連しています。 

 

 

 

 

 

うち 

② ③ 

① 

 － 

 ＝ 

期首歳計現金現在高 資産評価替等 

－ 
支出 
－ 

歳計現金増減額 一般財源、補助金等受入 
＋ 

＋ 

経常収益 

＝ 

資金収支計算書 純資産変動計算書 

＋－ 

＝ 

貸借対照表（バランスシート） 行政コスト計算書 

経常行政コスト 資産 負債 

収入 期首純資産残高 

－ 

歳計現金 

期末歳計現金残高 

純経常行政コスト 

純経常行政コスト 

期末純資産残高 

純資産 

－ 

財務書類４表の相互関係 
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２ 連結財務書類内訳表  
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19 

 

※
本
資
料
に
掲
載
さ
れ
た
財
務
書
類
に
つ
い
て
は
、
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
表
示
し
て
い
る
都
合
上
、
各
金
額
の
合
計
が
合
計
欄
と
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

 


